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序⽂ 

 

この資料は、⽇本における医療保健福祉分野の多職種連携教育および実践における、職種を超えた共通

コンピテンシーについて包括的に記載している。この資料の情報は定期的に再検討・改変される予定であり、状

況に応じて変更される。変更があった場合、表紙にその都度変更⽇時、版数を明記する。 

 

この資料は無料で、その⼀部ないしは全体を査読、要約、複製、翻訳してよいが、商業⽬的で⽤いたり、販売

したりしてはならない。使⽤時には適切に引⽤を⾏うこととし、改変した場合にはその旨がわかるように記載を⾏う。

この資料に記された意⾒の⽂責は以下に存する。 

 

 ⽂責   2013-2014 年度 ⽂部科学省委託事業 事業責任者 吉本尚 

2015年度 多職種連携コンピテンシー開発チーム 責任者 春⽥淳志 

 

 
この 作品 は クリエイティブ・コモンズ表⽰ - ⾮営利 4.0 国際ライセンスの下に提供されています。 
（以下、記載引⽤ https://creativecommons.jp/licenses/） 
 
あなたは以下の条件に従う限り、⾃由に︓ 
共有︓どのようなメディアやフォーマットでも資料を複製したり、再配布できます。 
翻案︓資料をリミックスしたり、改変したり、別の作品のベースにしたりできます。 
あなたがライセンスの条件に従っている限り、許諾者がこれらの⾃由を取り消すことはできません。 
 
あなたの従うべき条件は以下の通りです。 
表⽰︓あなたは 適切なクレジットを表⽰し、ライセンスへのリンクを提供し、変更があったらその旨
を⽰さなければなりません。あなたはこれらを合理的などのような⽅法で⾏っても構いませんが、許諾
者があなたやあなたの利⽤⾏為を⽀持していると⽰唆するような⽅法は除きます。 
⾮営利︓あなたは営利⽬的でこの資料を利⽤してはなりません。 
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開発までのプロセスに関わった⽅々（敬称略、JAIPE︓⽇本保健医療福祉連携教育学会） 

 
2012 年 11 ⽉〜2014 年 10 ⽉ Stage1 ⽂献レビュー、Stage2 意⾒の収集 
⼤塚眞理⼦ 埼⽟県⽴⼤学、JAIPE 
酒井郁⼦  千葉⼤学、JAIPE 
下井俊典  国際医療福祉⼤学、JAIPE 
春⽥淳志  東京⼤学、JAIPE 
相⾺仁   札幌医科⼤学、JAIPE 
神⼭裕美  ⼭梨県⽴⼤学、JAIPE 
⼩林毅   千葉県⽴保健医療⼤学、JAIPE 
藤林慶⼦ 東洋⼤学、JAIPE 
畔上光代 埼⽟県⽴⼤学、JAIPE 

 
2014 年 10 ⽉〜2015 年 3 ⽉ Stage3 プロトタイプ作成、Stage4 パブリックコメント 
⼤塚眞理⼦ 千葉⼤学、JAIPE 
酒井郁⼦  千葉⼤学、JAIPE、千葉看護学会
下井俊典  国際医療福祉⼤学、JAIPE 
春⽥淳志  東京⼤学、JAIPE、⽂科省事業 
相⾺仁   札幌医科⼤学、JAIPE 
神⼭裕美  ⼭梨県⽴⼤学、JAIPE 
⼩林毅   千葉県⽴保健医療⼤学、JAIPE 
藤林慶⼦ 東洋⼤学、JAIPE 
畔上光代 埼⽟県⽴⼤学、JAIPE 
後藤道⼦ 三重⼤学、⽂科省事業 
吉⽥和枝 三重⼤学、⽂科省事業 

森洋平  三重⼤学、⽂科省事業 
吉本尚  筑波⼤学、⽂科省事業 
市川周平 三重⼤学 
松井俊和  藤⽥保健衛⽣⼤学、⽇本医学教育学会 
俣⽊志朗 東京医科⻭科⼤学 ⽇本⻭科医学教育学会 
中村明弘  昭和⼤学、⽇本薬学会 
吉元洋⼀  ⿅児島⼤学、⽇本理学療法⼠協会 
陣内⼤輔  国際医療福祉⼤学、⽇本作業療法⼠協会 
中村丁次  神奈川県⽴保健福祉⼤学、⽇本栄養学教
育学会 
⼩原眞知⼦ 東海⼤学、⽇本社会福祉学会 

 
2015 年 12 ⽉〜2016 年 3 ⽉ Stage5 合意形成・最終案の作成 
森洋平  三重⼤学  
後藤道⼦ 三重⼤学 
吉⽥和枝 三重⼤学  
市川周平 三重⼤学 
吉⾒憲⼆ 佛教⼤学 
吉本尚  筑波⼤学 
春⽥淳志  筑波⼤学 
吉村学 宮崎⼤学 
鈴⽊⼀吉  愛知学院⼤学 
牧野孝俊 群⾺⼤学 
⼭岸紀⼦  諏訪中央病院 

松井俊和  藤⽥保健衛⽣⼤学、⽇本医学教育学会 
俣⽊志朗 東京医科⻭科⼤学 ⽇本⻭科医学教育学会 
⽯川さと⼦  慶應義塾⼤学、⽇本薬学会、⽇本薬学教
育学会 
吉元洋⼀  ⿅児島⼤学、⽇本理学療法⼠協会 
⼩林毅 千葉県⽴保健医療⼤学、⽇本作業療法⼠協会 
中村丁次  神奈川県⽴保健福祉⼤学、⽇本栄養学教
育学会 
⼩原眞知⼦ ⽇本社会事業⼤学、⽇本社会福祉学会 
上原優⼦ 榊原病院 
⼋⽥重雄 多摩ファミリークリニック 
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開発の経緯と経過 

2012 年度から多職種連携コンピテンシーの開発に関わってきた JAIPE の IPE 推進委員会と 2014 年度から三重
⼤学が⽂部科学省より委託された「成⻑分野における中核的⼈材養成の戦略的推進事業」（以下、⽂科省委託
事業）は協働して「多職種連携コンピテンシーの開発」を⾏うことを合意し、図に⽰すような 8 領域の学会・職能団体
の協⼒を得ながら、議論を進めてまいりました。 

予定では Figure1 が⽰すように 2015 年度にパブリックコメントの返事、最終案の作成会議を⾏う予定となっており
ましたが、主幹校の変更等の様々な事情で 2015 年度の⽂科省委託事業が不採択となりました。元々単年度事業
であったため予想される事態ではありましたが、残念ながら⽂科省委託事業として本コンピテンシー開発を継続していく
ことが難しい状況となりました。複数回話し合いを設け、本コンピテンシー開発は⼀度 JAIPE を含む 9 学会・職能団体
による⽂科省委託事業としての組織形態は解散とし、改めて 2015 年度からはこれまで開発に協⼒いただいた学会・
職能団体、⽂科省事業メンバー、もしくは有識者による有志でのコンピテンシー開発活動として発展的・継続的な取り
組みを⾏っていくこととなりました。上記組織改編を⾏ったため、合意形成・最終案の議論は2015年12⽉に⼊って再
開しております。 

 
全国の IPE/IPW に関わるものにとって、医療保健福祉の多職種連携コンピテンシーが明らかになることは、複雑

な問題の対処、 さらに⾼齢化する社会のなかで地域包括ケアの推進などによるIPE/IPW の必要性が⼀段と増す中
で、⾮常に重要です。各学会・職能団体を巻き込んで、形を変えながらも継続して議論を⾏い、引き続き多職種連携
コンピテンシーを発展させていければと思っております。 

これまで作成してきたコンピテンシーに関しては「⼀個⼈・⼀団体がコンピテンシーを開発し、利⽤するということではな
く、多くの団体が協⼒してコンピテンシーを作り上げ、賛同した団体がこれを⾃由に利⽤できるという形が望ましい」という
当初からの考えを重要視し、事業ホームページ（http://ipeipw.org/）等に継続してアップし、どなたでも使えるよう
にしていきたいと考えております。 

 

 
Figure 1︓多職種連携コンピテンシー開発の流れ 
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1．コンピテンシーとコンピテンシー基盤型教育 

  コンピテンシー（Competency）とは、専⾨職業⼈がある状況で専⾨職業⼈として業務を⾏う能⼒であり、そこ

には知識，技術の統合に加えて倫理感や態度も求められる。もって⽣まれた能⼒ではなく、学習により修得し、第三

者が測定可能な能⼒である。コンピテンシーは専⾨職活動に密接に関連し、さらに個々のコンピテンシー同⼠は関連し

あっている (1)。似た⾔葉にコンピテンス（Competence）があるが、これは特定の⽂脈で、複数の領域あるいは

⾏動（performance）の側⾯を統合した能⼒であり、⽂脈やトレーニングの段階との関連の記述である (2)。また、

現場やシステムの変化に適応できる能⼒としてケーパビィリティ（Capability）もコンピテンシーと同様に海外では使

⽤されているが、本邦ではなじみが薄く、評価等に組み込むことが難しい⼀⾯がある (3)。本プロジェクトでは、それが測

定可能であること、およびそれをもとに多職種連携教育を実践できることを⼀つの⽬標とすることから、コンピテンシ

ーという⾔葉を採⽤した。 

  コンピテンシー基盤型教育 (Competency-based Education︓CBE) とは、専⾨職の成⻑段階に応じたコン

ピテンシーの獲得を教育の中に組み込んでいく⽅法論である(4)。専⾨職は「新⼈」「初⼼者」「できる職業⼈」「熟達

者」「エキスパート」の段階を経て成⻑する。「新⼈」とは断⽚的な個々の要素だけを知識として持つ段階である。「初⼼

者」は要素を統合し、知識として持つものの、独り⽴ちしておらず、スーパーバイズを必要とする段階である。「できる職

業⼈」は実際の現場で応⽤できる実践的能⼒を持ち、信頼できる⾏動をとることができる。そして、「熟達者」、「エキス

パート」 となっていく(5–7)。コンピテンシーを獲得することで、学⽣は研修⽣となり、独り⽴ちした専⾨家へと熟達してい

く。コンピテンシーは、知識、態度、技能全てを含む包括的かつ永続的な能⼒である。また、コンピテンシーが発揮される

ためには、知識と技術という異なる側⾯が、ある状況下で統合される必要がある(8)。特に、連携に必要なコンピテンシ

ーは、他者との関係とのなかで発揮されるため、態度やモラル、感情、および意思も要求される (9)。 

  多職種連携教育でも、基盤となる多職種連携コンピテンシーを開発することで、コンピテンシー基盤型教育が活⽤さ

れることが期待される。 
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２．背景と⽬的 

  本邦での多職種連携教育は、未だ黎明期にある。医療保健福祉領域では、同⼀職種内でも教育課程が⼤学教

育から専⾨学校と多様であり、資格がなければ実務ができない医師・看護師・薬剤師・放射線技師などの業務独占

の職種もあれば、理学療法⼠や作業療法⼠、栄養⼠、社会福祉⼠など資格がなくても実務はできるが、資格がない

と名称を名乗ることができない名称独占の職種もある。資格取得後も実務経験での研修から認定試験を要する職種

がある。このような状況の中で医療保健福祉の各専⾨職は、各⾃の専⾨性の確⽴と社会化に⼒点を置いた教育を

受け、連携に関する教育内容や⽅法は軽視されてきた (10)。⼤学ではセクショナリズムが浸透し、他の学部と協働の

学習機会を作ることは難しい状況が続いた。現場では、職種間の権威勾配のため、指⽰する・指⽰される関係となり、

建設的な話し合いや医師以外のリーダーシップ発揮が回避されてきた (11)。さらに、⽇本は⾼コンテクスト⽂化であり、

阿吽の呼吸が重視されるなど、チームと連携という概念の違いが顕在化していない。 

  そこで本プロジェクトでは、学⽣から現場の専⾨家までを対象とした⽇本の専⾨職種がもつべき多職種連携に関わる

コンピテンシーの領域 (ドメイン) と記述 (ステートメント) を明らかにすることを⽬的とした。本プロジェクトで開発した⽇

本独⾃の多職種連携におけるコンピテンシーは、学⽣や教員、実践家、管理者など、医療保健福祉に携わるすべての

⼈にとって共通の⽬指すべき⽬標となりうると期待している。 
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３．コンピテンシー開発のプロセス 

多職種連携コンピテンシーの開発は、inductive qualitative research methodology (IQRM) を⽤いた 

(12)。IQRM の⼿順に従って、⽂献レビュー、幅広い意⾒収集、専⾨家によるプロトタイプづくり、パブリックコメント、合

意形成・最終合議の5つのStageを経た (Table1)。また、意⾒収集が際⾏われたWorld caféの様⼦をFigure2

に⽰す。 

 

 

Table 1︓Interprofessional competencies 開発の 5 Stage 

 
Figure 2︓2014 年 10 ⽉の JAIPE 学術⼤会での World café の模様 



 

４．各国の多職種連携コンピテンシーの⽐較と⽇本の現状 

多職種連携コンピテンシーは、これまでにカナダ、⽶国、オーストラリア、英国などで開発・運⽤されている。以下に

各国の多職種連携コンピテンシーの共通する領域と相違する領域を概観し、改めて⽇本で多職種連携コンピテンシ

ーを開発する際の留意点について⾔及する。 

1）共通する領域 

  各国の多職種連携コンピテンシーのフレームワークを俯瞰すると「チーム」「職種理解」「コミュニケーション」という⾔葉

が共通してみられる (30)。チーム医療と多職種連携の違いは何か︖と問われることもあるが、多職種連携の領域の

⼀つにチーム (医療・ケア) が位置づけられており、多職種連携にはチーム (医療・ケア) よりも広い意味が含まれてい

ることが各国のコンピテンシーの⽐較からうかがえる。 

 

2）相違する領域 

  多職種連携コンピテンシーは保健医療システムや⽂化的背景から国によって記載が異なる。国家間での多職種連

携コンピテンシーを⽐較することで、各国が強調している領域の違いを理解することができる。 

  例えば、カナダでは、「協働的リーダーシップ」を⼀つの領域として⽤いており、患者/利⽤者中⼼の領域ではパートナ

ーという⾔葉も使⽤している。英国ではパートナーシップという⾔葉が頻出する⼀⽅で、⽶国やオーストラリアではリーダー

シップやパートナーシップという⾔葉はあまり使⽤されていない。「リフレクション (省察)」は英国とオーストラリアではみられ

るが、他国のコンピテンシーではみられない。「患者・利⽤者中⼼」という⾔葉は国によって位置づけが異なっており、カナ

ダやオーストラリアでは多職種連携の中核として位置づけられているが、それ以外の国ではコンピテンシーには含まれてい

ない。「患者・利⽤者中⼼」をコンピテンシーに含まない国では、価値観や倫理という⾔葉で代⽤している可能性がある。

「コンフリクト解決」は、カナダおよびオーストラリアでは⼀つの領域として使⽤している。 

  このように「リーダーシップ」あるいは「パートナーシップ」、「リフレクション（省察）」、「患者/利⽤者中⼼」、「コンフリク

ト解決」などの⾔葉を使⽤している背景やコンピテンシーに含まれている意義を鑑みると、各国は医療保健福祉システ

ムや⽂化的背景などを踏まえ、⾔葉の選び⽅に配慮したうえで、⾃らの国で多職種連携を実践するために必要なコン

ピテンシーの領域の選択に重みづけを⾏っていることが分かる。⽇本で多職種連携コンピテンシーを開発する際も、次項

にある⽇本の状況に配慮し、コンピテンシーに含める能⼒の取捨選択や重みづけ、⽤いる⽤語の選択には留意する必

要がある。 
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3）⽇本の状況 

  各国で共通して⽤いられている「職種理解」「コミュニケーション」は本邦のコンピテンシー領域でも中核を占める可能

性がある。プロフェッショナリズムの議論が進⾏中の⽇本で、専⾨職の価値観や倫理という⾔葉を⽤いるか、「患者・利

⽤者中⼼」という⾔葉を明⽰的に使⽤し、その中に連携の価値観や倫理を含めることにするかは議論が必要である。ま

た、「チーム」という⾔葉は、⼤病院や在宅医療では、特定のメンバーからなる「チーム」より、専⾨職との流動的な連携

が必要となる場⾯も多い。「チーム」と連携との相違が顕在化されていない⽇本では、そのまま「チーム」という⾔葉を⽤

いてよいか、慎重な議論が必要である。また、「リーダーシップ」「パートナーシップ」「リフレクション (省察)」は、英語とその

⽇本語訳とで意味やイメージが異なる可能性があるため、英語あるいはカタカナで表現するか、⽇本語表記を⽤いるか、

特にコンピテンシーの活⽤が期待される現場からの意⾒が求められる。さらに、英国で⽤いられている「異⽂化理解能

⼒」をコンピテンシーの⼀つとして⽤いることは、異⽂化理解という⾔葉が国際理解と同義で使⽤している場合もあるた

め、国際的な異⽂化理解だけを取り扱う能⼒のように誤解されてしまい、混乱を招く可能性がある。(52) また、⽐較

的単⼀⺠族と意識している⽇本の医療保健福祉職の中で職種の⽂化の違いで「異⽂化理解能⼒」を使⽤すること

の違和感も予想される。 

 医療保健福祉専⾨職の教育過程から⽣涯学習に⾄るまで多職種連携コンピテンシーを活⽤するためには、コンピテ

ンシーに含める能⼒の取捨選択や重み付け、⽤いる⽤語の選択吟味には各専⾨職の学術的専⾨家だけでなく現場

で働いている専⾨職の参加が必要である。 

  以上の点をコンピテンシー開発の議論として留意した。 

  



- 10 - 

5．協働的能⼒としての多職種連携コンピテンシー 

  Hugh Barr によると、多職種連携能⼒には 3 つの基盤となるコア・コンピテンシーがある (Figure 3) (26)。1 つ⽬

は他の専⾨職と区別できる専⾨職能⼒ (Complementary)、2 つ⽬は全ての専⾨職が必要とする共通能⼒ 

(Common) である。例えば、医師にとって診断や治療選択することは専⾨職能⼒に当たり、医療保健福祉に共通

する価値観や患者や利⽤者へのコミュニケーション能⼒は共通能⼒に該当する。3 つ⽬は、他の専⾨職種と協働する

ために必要な協働的能⼒ (Collaborative) である。Hugh Barrは、これらの3つの能⼒が備わることで、専⾨職間

の連携協働が円滑に機能すると述べている。 

 

Figure3︓多職種連携のコア・コンピテンシー 

 

  医療保健福祉の各専⾨職の中には、個々の専⾨的な能⼒や共通の能⼒に関するコンピテンシーの⼀部としてチー

ム医療や協働的能⼒を含めている専⾨職もある。しかし、⽇本では教育課程から現場の専⾨職種に⾄るまでに必要

とされる複数の専⾨職種間で共通した協働的能⼒に関する記述はない。 

  そこで本プロジェクトでは、専⾨職の連携協働を円滑に進めるための能⼒のなかでも、特に協働的能⼒に焦点を当

て多職種連携コンピテンシーを開発した。協働的能⼒は、各専⾨職単独で学べる能⼒ではなく、複数の職種との連

携協働を通じてはじめて学べる能⼒である。もちろん、各専⾨職が開発したコンピテンシーにチーム医療や職種間協働

の能⼒がすでに含まれていることもあるだろう。しかしながら本プロジェクトでは、複数の専⾨職種間で共通した理念をも

とに、連携協働するために必要な協働的能⼒としての多職種連携コンピテンシーを複数の専⾨職種間で明らかにする

ことで、養成教育から⽣涯教育に⾄るまでの多職種連携教育をすすめる道標となることを期待している。 
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6．協働的能⼒としての多職種連携コンピテンシーモデル 

 

Figure4︓多職種連携コンピテンシーの対象者 : 医療保健福祉に携わる職種 

● コア・ドメイン 

患者・利⽤者・家族・コミュニティ中⼼︓ Patient-/Client-/Family-/Community-Centered 

患者・サービス利⽤者・家族・コミュニティのために、協働する職種で患者や利⽤者、家族、地域にとっての重要な関⼼

事/課題に焦点を当て、共通の⽬標を設定することができる。 

職種間コミュニケーション︓Interprofessional Communication 

患者・サービス利⽤者・家族・コミュニティのために、職種背景が異なることに配慮し、互いに、互いについて、互いから職

種としての役割、知識、意⾒、価値観を伝え合うことができる。 

○ コア・ドメインを⽀え合う 4 つのドメイン 

職種としての役割を全うする︓Role Contribution 

互いの役割を理解し、互いの知識・技術を活かし合い、職種としての役割を全うする。 

関係性に働きかける︓Facilitation Relationship 

複数の職種との関係性の構築・維持・成⻑を⽀援・調整することができる。また、時に⽣じる職種間の葛藤に、適切に

対応することができる。 

⾃職種を省みる︓Reflection 

⾃職種の思考、⾏為、感情、価値観を振り返り、複数の職種との連携協働の経験をより深く理解し、連携協働に活

かすことができる。 

他職種を理解する︓Understanding for Others 

他の職種の思考、⾏為、感情、価値観を理解し、連携協働に活かすことができる。  
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7．コンピテンシーの解説 

1．2 つのコア・ドメイン 

① 患者・利⽤者・家族・コミュニティ中⼼ 

  医療保健福祉の多職種はそれぞれの専⾨性を活かした視点を持っているがゆえに、各専⾨職が独⽴して掲げる⽬

標設定が異なる可能性がある。だからこそ「患者・利⽤者・家族・コミュニティ中⼼に重要な関⼼事/課題に焦点を当

て、共通の⽬標を設定することができる」ことが多職種連携の⽬的であり、⽋くことができない要素である。これを意味

するため、図には多職種連携コンピテンシーの中⼼に「患者・利⽤者・家族・コミュニティ中⼼」のドメインを位置づけ

た。 

  また、患者・利⽤者・家族・コミュニティは医療保健福祉の各専⾨職が介⼊、あるいは⽀援の対象となる⼈、あるい

は共同体である。コミュニティは、地域包括ケアや地域コミュニティという意味での地域コミュニティ、学校に関わる医師・

薬剤師・保健師などがいうところの学校をコミュニティ、職場に関わる医師・看護師・保健師などがいうところの職場コミュ

ニティなどをいう。 

 

② 職種間コミュニケーション 

  職種間コミュニケーションは、職種背景が異なることに配慮し、互いに、互いについて、互いから職種としての役割、

知識、意⾒、価値観を伝え合うことができる能⼒である。「相互に」だけでは表し切れない双⽅向性のやり取りを明確

にするために、CAIPE の IPE の定義に倣ってあえて、互いに、互いについて、互いから（with, about and from 

each other）という表現を使った。この職種間コミュニケーション能⼒は外側の4つのドメイン全てに関わる能⼒でも

ある。 
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2．コア・ドメインを⽀える 4 つのドメイン 

  コアドメイン以外の外側の 4 つのドメインは、コンピテンシーを活⽤する状況に応じて、各専⾨職が必要とする能⼒が

変化するため、あえて⼤きさの違いや⽮印などの関連性などは記載していない。コンピテンシーを活⽤する⼈がどのように

でも活⽤できるよう、そして関連ある独⽴した能⼒として俯瞰できるよう、そしてコア・ドメインを⽀え合うことを意味するた

めに外側に 4 つのドメインを位置づけた。 

  外側の 4 つのドメインは、コア・ドメインを⽀える部分集合として関連ある独⽴したドメインとして表現した。、職種とし

ての役割を全うする能⼒は⾃職種を省みる能⼒と他職種を理解する能⼒が関わり、関係に働きかける能⼒が基盤と

なる。また関係に働きかける能⼒も、⾃職種の役割に責任をもたないことで関係構築がうまくいかないことがあるように、

互いの職種としての役割を全うすることが⽋くことのできない能⼒である。さらに、そこには他職種を理解する能⼒と⾃

職種を省みる能⼒も関連する。 

  また関係に働きかける能⼒は時間軸の意味を含んでおり、⾃分も含んだ複数の職種の関係構築からその後の維

持・成⻑の⽀援・調整全ての関係性に働きかける能⼒である。関係性の発展という意味では、チームや組織全体がよ

り良くなるように他職種に働きかける能⼒も関係に働きかける能⼒に含まれる。 
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さらにその成果を発展させる形で、2015 年 9 ⽉から 2016 年 3 ⽉まで「⽂部科学省未来医療研究⼈材養

成拠点形成事業『リサーチマインドを持った総合診療医の養成』選定事業 筑波⼤学『次世代の地域医療を担

うリーダーの養成』」の助成を受けて作成されました。 
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